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Abstract
　In December 1978, the Economic Reform and Open-door Policy was introduced in China, one 
of the rapidly developing socialist countries. The aim of this policy was to expand production 
capacity under existing production mechanisms. With the introduction of the concept of ‘the 
primary stage of socialism’ and various types of company ownership, the shift to a market 
economy has advanced over time. China has attained high economic growth during this time 
and foreign trade volume has become the third largest in the world. Direct investment by 
foreign companies has played a signiﬁ cant role in this growth.
　However, the income gaps between coastal areas （where foreign companies have 
accumulated） and inland areas and between urban areas and rural areas have grown and 
continue to do so at a high rate. This has led to improved essential services, such as education, 
medical treatment, and pension provision, which have hitherto been lacking in farm villages, 
and has created a situation where more than 200 million ‘farm laborers’ work away from 
home. The government should consider taking steps to tackle the so-called ‘three problems’ 
facing agriculture, villages, and farmers, with three potential solutions: increasing farmers’ 

























1978 3,645 11.7 1,028（4.1） 1,745（15.0） 872（13.7）
80 4,546 7.8 1,372（－1.5） 2,192（13.6） 982 （5.9）
85 9,016 13.5 2,564（1.8） 3,867（18.6） 2,585（18.3）
90 18,668 3.8 5,062（7.3） 7,717 （3.2） 5,888 （2.3）
91 21,782 9.2 5,342（2.4） 9,102（13.9） 7,337 （8.8）
92 26,924 14.2 5,867（4.7） 11,700（21.2） 9,357（12.4）
93 35,334 14.0 6,964（4.7） 16,454（19.9） 11,916（12.1）
94 48,198 13.1 9,573（4.0） 22,445（18.4） 16,180（11.0）
95 60,794 10.9 12,136（5.0） 28,679（13.9） 19,979 （9.8）
96 71,177 10.0 14,015（5.1） 33,835（12.1） 23,326 （9.4）
97 78,973 9.3 14,442（3.5） 37,543（10.5） 26,988（10.7）
98 84,402 7.8 14,818（3.5） 39,004 （8.9） 30,581 （8.3）
99 89,677 7.6 14,770（2.8） 41,034 （8.1） 33,873 （9.3）
2000 99,215 8.4 14,945（2.4） 45,556 （9.4） 38,714 （9.7）
01 109,655 8.3 15,781（2.8） 49,512 （8.4） 44,362（10.2）
02 120,333 9.1 16,537（2.9） 53,897 （9.8） 49,899（10.4）
03 135,823 10.0 17,382（2.5） 62,436（12.7） 56,005 （9.5）
04 159,878 10.1 21,413（6.3） 73,904（11.1） 64,561（10.1）
05 183,218 10.4 22,420（5.2） 87,365（11.7） 73,433（10.5）
06 211,923 11.6 24,040（5.0） 103,162（13.0） 84,721（12.1）


























































































































































































1978 40,152 28,318（70.5） 6,945 4,890 30,638（76.3） 2,827
80 42,361 29,122（68.7） 7,707 5,532 31,836（75.2） 3,000
85 49,873 31,130（62.4） 10,384 8,359 37,065（74.3） 6,979
90 64,749 38,914（60.1） 13,856 11,979 47,708（73.7） 9,265 113 1,491
91 65,491 39,098（59.7） 14,015 12,378 48,026（73.3） 9,609 116 1,616
92 66,152 38,699（58.5） 14,355 13,098 48,291（73.0） 10,625 134 1,728
93 66,808 37,680（56.4） 14,965 14,163 48,546（72.7） 12,345 187 2,010
94 67,455 36,628（54.3） 15,312 15,515 48,802（72.3） 12,017 316 2,551
95 68,065 35,530（52.2） 15,655 16,880 49,025（72.0） 12,862 471 3,054
96 68,950 34,820（50.5） 16,203 17,927 49,028（71.1） 13,508 551 3,308
97 69,820 34,840（49.9） 16,547 18,432 49,039（70.2） 13,050 600 3,522
98 70,637 35,177（49.8） 16,600 18,860 49,021（69.4） 12,537 737 3,855
99 71,394 35,768（50.1） 16,421 19,205 48,982（68.6） 12,704 969 3,827
2000 72,085 36,043（50.0） 16,219 19,823 48,934（67.9） 12,820 1,139 2,934
01 73,025 36,513（50.0） 16,284 20,228 49,085（67.2） 13,086 1,187 2,629
02 73,740 36,870（50.0） 15,780 21,090 48,960（66.4） 13,288 1,411 2,474
03 74,432 36,546（49.1） 16,077 21,809 48,793（65.6） 13,573 1,754 2,260
04 75,200 35,269（46.9） 16,920 23,011 48,724（64.8） 13,866 2,024 2,066
05 75,825 33,970（44.8） 18,084 23,771 48,494（64.0） 14,272 2,366 2,123
06 76,400 32,561（42.6） 19,225 24,614 48,090（62.9） 14,680 2,632 2,147
07 76,990 31,444（40.8） 20,629 24,917 47,640（61.9） 15,090 2,672 2,187
（注）（　）内はシェア。
（出所）中国国家統計局『中国統計年鑑2008』中国統計出版社，2008年９月，109，111ページから作成。
中国の経済発展と農村問題（横田髙明）
9
３．「三農問題」と格差解消に寄与する人の移動
　このような状況のなかで，中国では農業・農村・農民という「三農問題」がクローズアッ
プされることになった。2003年には胡錦濤・温家宝体制のもとで三農問題解決への取り組
みが始まり，04年以降の中央１号文書では，三農問題が重要課題として取り上げられてい
る。06年から10年までの第11次五ヵ年規画（ガイドライン）期は，社会主義新農村建設で
確固たる基礎を固め，近代的農業建設，新しい型の工業と農業，都市と農村関係構築，農
村の「小康」（いくらかゆとりのある）社会の全面建設で，進展し加速する重要な時期と
位置づけている。また「農業」は豊作貧乏と食糧生産の不安定性，「農村」は教育や医療，
年金などの社会保障を中心とする供給不足，「農民」は相対的・絶対的貧困という課題に
どう対処し，解決していくかという問題である。具体的目標は農民収入の増加，農村生活
環境の改善，WTO加盟後のグローバライゼーションの進展に対応できる新型農民６）の養
成ということになる。
　中国農村では，80年代初めの貧困人口が約２億5000万人であったといわれる。これは農
村人口のおよそ31％にあたる。04年には農村人口の3.2％，約2400万人まで減少したと公
表された。中国の貧困人口の基準は年収688元（約83ドル，なお06年時点では693元＝約92
ドルに上方修正され，2148万人と発表された）以下で，国連基準の１日１ドルより低い設
定である。国連基準で貧困人口を計算すると１億人を突破し，この基準を超える農家世帯
は30％に過ぎないともいわれる。また，04年の農村からの出稼ぎ労働者は１億1823万人で，
農村労働力の24.3％にあたる。「中国農民信息網」によれば，出稼ぎ労働者の80％が都市
部に移動し，建設業で79.8％，製造加工業68.2％，商業・飲食業52.6％が農民工で占めら
れているとのことである７）。
６） 2005年10月開催の中国共産党第16期中央委員会第５回全体会議で最初に提議された言葉で，
素質を持ち，知識と技術を身につけ，経営力を備えた農民を「新型農民」という。
７） 『人民中国』2007年３月号特集「都市の底辺支える農民工たち」によれば，全国で第２次産
業に従事している人の57.6％は農民工であり，なかでも都市建設，環境保護，家事手伝い，
飲食・サービス業は90％が農民工である。さらに国家統計局の2006年農民工生活状況調査で
は，平均月収はわずかに966元であり，月収1500元を超す農民工は１割に過ぎない（13ペー
ジ）。また，国務院研究室『中国農民工調査研究報告』によると，全国の農民工のうち，16
－30歳の人は61％，31－40歳の人は23％，41歳以上は16％で平均年齢は28.６歳である。男
性と女性はそれぞれ66.3％，33.7％で，中学校卒業程度の人が66％としている（18ページ）。
なお，07年３月８・10日の北京発新華社電によれば，この時点の農民工は約２億人で労働組
合に4100万人が加盟しており，全人代代表選出の動きが出ているという。
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　2007年の１号文書が１月29日，「近代的農業を積極的に発展させ，社会主義新農村建設
を着実に推進することに関する党中央と国務院の若干の意見」（以下「意見」という）と
題して公表された８）。中国において農業税は，建国後いち早く「公糧」として全国さまざ
まな方法で徴収されたが，58年の農業税条例制定で税制の統一が図られた。1950年には税
収の約40％を占めた農業税だが，79年には地方財政に占める比率が5.5％となり，05年に
は0.05％まで低下している。
　1990年代末までは，農民に課してきた「農業税」（農業税・農林特産税・耕地専用税・屠殺税）
以外に，さまざまな「費用」，例えば道路建設費，補修費，学校建設費，計画生育管理費，
民兵訓練費，環境維持費などの名目で負担金があった９）。これら費用項目は地域によって
多少異なっていたが，朱鎔基首相（当時）が実施した「費改税」改革は，農民負担を一括
して「農業税」と改称し，それを引き下げるものであった。2000年から安徽省などで実験
し，03年ごろには全国的に普及していった。06年１月にこの農業税を廃止したことで，こ
れら農民負担はほぼ解消したといえる。そればかりか政府が農民に対して，耕地面積に比
例して補助金を出すところも増加してきた。
　「意見」では，三農問題を社会主義新農村建設の枠組みのなかに位置づけ，「生産発展，
生活にゆとり，郷里に文化の雰囲気，村が清潔，管理が民主的」を指導方針としている。
また三農対策を強化し，近代的農業を積極的に発展させ，社会主義新農村建設を着実に推
進することは科学的発展観を全面的に実行することで，社会主義調和社会を構築するため
の必然的要求であり，社会主義近代化建設を加速する重要な任務と指摘している。社会主
義新農村建設では，その一環として中国政府と韓国政府が06年４月，韓国のセマウル運動
（新農村運動）の視察・学習に３年間で３万人の中国人公務員を派遣することで合意した。
長期的には35万人の派遣計画といわれている10）。
　「意見」は次の８つの部分で構成されている。①三農に対する資金投入を増加し，近代
的農業を推進する資金投入保障制度を確立する。②農業基盤建設を加速し，近代的農業施
設・装備の水準を高める。③農業技術革新を推進し，近代的農業に対する技術支援を強化
する。④農業のさまざまな機能を開拓し，近代的農業の産業体系を確立・発展させる。⑤
農村市場体系を確立し，近代的農業の要請に対応する物流産業を発展させる。⑥新しいタ
イプの農民を養成し，近代的農業のための人材集団を整える。⑦農業総合改革を深化し，
８） 北京2007年１月29日発新華社。
９） 国家税務総局農税課題組「農民負担与農業税制改革問題」『税務研究』2000年４月号によれば，
これら全ての1999年の農民１人当たり平均負担額は約200元で，純収入の９％に相当する。
10） 『亜洲週刊』2006年６月25日号。
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近代的農業の発展を推進する体制と制度をつくる。⑧農村対策に対する党の指導を強化し，
近代的農業建設の実効を確保する。
　具体的にみると，農業と農村への国家資金の投入方針は，「多く与え，少なく取り，活
性化する」としている。農村改革の深化では土地請負政策，税収政策，義務教育政策，金
融政策，土地収用保障政策等で改革を推進し，共産党，村民自治組織，政務公開と民主管
理などを含む農村基層組織の建設を大いに推進することを明らかにした。食糧安全保障体
系の確立では，近年の都市住民の肉消費量増加などもあって飼料用穀類消費が増える一方，
耕地面積の減少がみられ，食糧の生産基盤が脆弱で，農業の水再利用率が低く，自然災害
が頻発するなどの問題に対処するための系統的措置が採られる。「意見」では，「食糧作付
面積を安定させ，単位面積あたりの収量を増やし，優良品種を導入して品種改良に努める
必要がある」としている。
　さらに食糧主産地の生産と経済成長を支援するため，水利建設，中・低位収量農地の改良，
農産物加工場などの建設資金や事業を食糧主産地に集中する方針である。主要食糧生産基
地である13省の耕地面積は全国の65％，その食糧生産量が70％以上，商品食糧が80％以上
を占めている。現在の中国の耕地面積は18億3000万ムー（１ムーは約6.67アール）であり，
このうち食糧生産に用いられるのは15億6000万ムーから16億ムーといわれる。既存の耕地
面積での食糧生産と食生活の変化が，今後どのように展開されていくかを検討することも
研究課題の一つであろう。
　2005年の中国の食糧生産は４億8402万トン，06年は４億9700万トンを上回った。05年に
輸入した穀物は小麦354万トン，大麦218万トン，コメ52万トンなど合計627万トンである
が，一方これらの輸出量は1014万トンで，387万トンの輸出超過を記録している。しかし，
04年は500万トンの輸入超過であった。さらに大豆は輸入量が2659万トン，輸出量が40万
トンで，大幅な輸入超過となっている。95年比で90倍の輸入量であり，大幅増加の背景に
は大豆加工食品産業の発展，生産基地東北地方でエタノール原料として利潤率の高いトウ
モロコシへの作付け転換などがみられる。
　中国の新農業政策と並んで出稼ぎ農民への対応も課題である。05年の農村労働力（就業
者数）は表２に見るように４億8494万人で，耕地面積からして実際に必要な農業労働力は
１億7000万人程度といわれる。農村の郷鎮企業・民営企業などの就業者を差し引いた残り
約１億3000万人が農村の余剰労働力である。農村における余剰労働力を正当にどの分野へ
どのように移していくかということは大きな課題である。余剰労働力を都市部に移動し，
工業やサービス業に就職させることも解決策のひとつである。しかし，農村から都市への
大規模な労働力の移動は既に行われている。そこには移動人数や産業分野，収容能力など
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さまざまな問題がある。また，戸籍などの制約から出稼ぎである「農民工」は，多くの差
別を受けており，都市部において貧困層を形成している。３K作業，賃金の遅配や欠配，
暫住証のため子供は公立学校に自在に受け入れてもらえないなど，戸籍による差別も解消
していかなければならない。
　最近では，一部の生産現場で「民工荒」（農民工の不足）が目立っているところも見ら
れる。農業税が廃止され，補助金まで支給されることになると，所得が多くても生活費が
高く，住みにくいうえに差別を受ける都市出稼ぎから農村に戻る人も出てきた。また中国
では，低所得段階の食糧問題を脱して，中所得段階の構造調整問題に移ろうとしている。
農民所得を引き上げるため，食糧生産より換金性の高い野菜や果物などへの生産構造の調
整問題が課題となってきた。さらに農業補助金を出している現状を考えると，中国農業は
高所得国の日本などと同様「農業保護政策」に転じようとしている。
　これら諸課題を順次に解決していくためには，まず人の流動化，つまり農村人口の合法
的かつ合理的な都市への移動を認め，余剰労働力を第２次，第３次産業で吸収していく必
要がある。これは地域間経済格差や個人間所得格差の是正にも役立つはずである。また，
農村の土地制度の健全化を図るとともに農業，農村への財政投入を増加し，農村の金融体
制改革を推進し，いわゆる「三農問題」を早急に解決し，都市と一体化した発展へと向かっ
ていくことが肝要である。
４．「農民工」は何処へ行くのか
　2008年８月に開催された北京オリンピックには，世界の204の国と地域から１万1000人
余のアスリートが参加し，海外から約３万人のTVクルーや新聞記者が取材に訪れ，海外
から中国に関心が寄せられるとともに，国内・外の多くの人々が競技を観戦した。これを
契機に中国の政治体制や経済発展，人種や人権問題，環境，貧困と所得格差問題などが取
りざたされた。さらにオリンピック後の中国経済の行方にも注目が集まった。海外では「経
済失速」とか「崩壊」論まで飛び出し，国内でも経済が下降すると予測する人と，そうい
うことにはならないという人たちに二分された。
　実際には2008年上半期の実質経済成長率は，対前年同期比10.4％と発表になった。１～
３月は10.6％，４～６月は10.1％で，07年第２四半期に12.4％の伸びを記録して以来４期
連続して四半期の成長減速となっている。先進国経済が軒並みリセッションに見舞われ，
新興国の多くも深刻な状況がみられるなか，中国が依然として高い成長率を維持している
ものの暴落した株価がなかなか持ち直す気配にない。さらに不動産市場でも大都市で価格
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下落が目立つなど，相次ぐ軟調要因を前に悲観的な空気も強まっている。
　中国の2006年の貿易依存度は67％と高く，輸出総額の58％を担う外資系企業が主導して
貿易黒字を拡大したが，引き続き経済の発展や人民元切りあがり期待から投機目的のホッ
トマネーが流入している。外貨準備高は07年末に１兆6822億ドルで世界第１位の保有量を
維持したが，08年６月末には１兆8088億ドルまで増加した。世界貿易機関（WTO）に加
盟し，市場経済に限りなく近づく約束をした中国は，好むと好まざるとにかかわらず世界
経済の変動のなかで，さまざまな影響を受けている。08年に入ってからは中国の輸出に減
速傾向が見られるが，米国のサブプライムローンの焦げ付きやリーマンブラザース経営破
綻などによる金融不安と景気後退，中国内の賃金コスト上昇，経営環境の変化等が大きく
影響している。
　08年１月には新しい労働契約法が施行されたが，企業はこの規定を遵守するため人件費
１～２割の増加が発生している。さらに世界的な資源・エネルギー価格の高騰から，原材
料価格や部品調達コストが大幅に上昇した。経営環境では，金融引き締めの影響から多く
の企業で資金繰りが悪化し，金利負担が増加した。加えて電力不足から稼働率が低下して
おり，元の切りあがりが輸出コストを上昇させている。外資企業に対する優遇政策の見直
しも大きな影響を及ぼしているが，低付加価値製品や資源多消費型製品に対して増値税の
還付率を引き下げたことも要因の一つである。
　このような状況から07年下半期以降，繊維産業や軽工業関連企業の一部で操業停止や縮
小，倒産などが出現している。取り分けアパレルや靴，家具，玩具，雑貨などの労働集約
かつ低付加価値の輸出産業は深刻な経営難に見舞われている企業が多く見受けられる。こ
のような業種の輸出企業経営難から，中国は07年12月に改正「外商投資産業指導目録」を
公布・施行し，産業の高度化を目指す方針を打ち出した。外資導入政策を中国の産業政策
の一環として位置づけるとともに，07年に輸出総額の51％を占めている加工貿易を制限し
ていくことにした。
　加工貿易に対する規制は05年から強化される傾向にあるが，07年７月23日に新たに加工
貿易制限品目1853を追加し，08年６月時点では2247品目となった。ちなみに禁止品目は
1816品目が指定されている。さらに制限品目である原材料を輸入し加工して輸出する企業
は，保税輸入の敷金を税関に納めるとともに，銀行にも一定の保証金（輸入原材料の増値
税・消費税相当分）を積み立てることが義務づけられた。またエネルギー消費量と環境汚
染度が高く，資源消耗の大きな製品の製造と輸出は厳しく規制することを決定した。
　08年１月には，WTOルールに基づく内資企業と外資企業の無差別化，つまり企業所得
税25％への原則一本化が実施されることになった。同一基準のもとでの競争と市場原理導
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入の政策を推進していくものである。その一方で中国政府は，同年７月から繊維製品輸出
の税還付比率の引き上げ，元高のスピードダウンなどの措置を採用するなど，再び輸出拡
大のための政策が発表された。しかし，試行錯誤を繰り返しながらも長期的にみれば，中
小企業の育成や産業組織の合理化，労働集約・低付加価値産業から高付加価値，資本・技
術集約産業への転換は避けられないことであろう。
　世界的金融危機と同時不況のなか，さらに国内の深刻な自然災害の影響も受けて中国経
済の成長率が減速している。08年１～３月の GDP実質成長率は前年同期比10.6％であっ
たが，１～６月10.4％，１～９月9.9％となった。第３四半期だけでは前年同期比９％増に
とどまり，第１四半期の10.6％増，第２四半期の10.1％増を大きく下回った。広東省など
では繊維関連企業や玩具生産企業の倒産などの新聞報道があるものの，大規模人員削減や
農民工の大量帰郷は，11月時点ではほとんど見られないと尹蔚民人的資源・社会保障相は
発言している11）。例えば出稼ぎ農民工680万人にのぼる江西省では，帰郷した者は30万人
で５％以下であり，他省も同様であるが，帰郷する農民工が徐々に増加する状況がみられ
る。
　同相はさらに次のように発言している。「企業の閉鎖，破産，生産停止で，一部の出稼
ぎ農民が仕事を失い，帰郷しているがこれは通常の移動で理性的選択である。人的資源・
社会保障省は２つの措置をとっている。第１に出稼ぎ農民の移動に配慮し，合理的かつ秩
序をもって指導し，就業に導き，支援している。出稼ぎ受け入れ先の労働・社会保障機関
に対し，仕事を失った出稼ぎ農民に再び適当な仕事が見つかるよう多くの面から措置をと
り，就職を積極的に支援し，情報を提供するよう要請した。
　第２に，出稼ぎ農民の地元の労働・社会保障機関に対し，郷鎮の労働・社会保障を利用
して，帰郷した出稼ぎ農民が地元で就職や起業ができるよう支援することを要請した。こ
の時機を生かし出稼ぎ農民が，今後の就職に向けてより多くの技能を身につけ，資質を高
めるための訓練に力を入れなければならない。出稼ぎ農民の合法的権益を守り，出稼ぎ農
民と企業の労使関係を適切に処理し，出稼ぎ農民の賃金が未払いとならないよう補償しな
ければならない」というものである12）。
　出稼ぎ農民が四川省に次いで２番目に多い安徽省では，09年の春節（旧正月，１月26日）
以降に帰郷が集中的に現れる可能性があるとしている。安徽省労働・社会保障局によると，
同省は長江デルタ地区に隣接していることから大多数の農民は上海市，江蘇省，浙江省を
11）北京2008年11月20日発新華社。
12）「中国通信」2008年11月25日。 
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出稼ぎ先としている。省外に出稼ぎに行っている826万人のうち，315万人が長江デルタで
働き，広東省の珠江デルタ地区には120万人が働きに行っている。珠江デルタ地区には産
業構造上，輸出依存の労働集約型産業が多く，経済危機の影響が大きいと考えられる。
　安徽省関係部門は，金融危機の影響が春節後に集中的に現れる可能性があるとして，出
稼ぎ農民の就業情勢の動向を憂慮している。多くの農民が春節の帰省後に再び出稼ぎに行
けるのか，仕事が見つかるかに最も関心を寄せている。そこで例年の出稼ぎ農民支援活動
は予定を繰り上げて実施し，沿海部企業の倒産，閉鎖によって帰郷した農民を重点的に支
援することにした。また，11月から出稼ぎ農民のための起業パークなどの施設を省内に
100ヵ所作るとともに，技能訓練を強化し，職業紹介を積極的に行なうことにした。さら
に労働力が比較的不足しているとされる省内の機械製造，飲食サービス，電子などの業種
にも就職の斡旋を強化していく方針である13）。
　いずれにしても，国家と地方の関係部門が協力して失職農民工対策を強化していく必要
がある。もはやグローバリゼーションに組み込まれている中国経済は，世界経済動向の影
響を受けざるをえないことは明白である。
（注） 　本稿は，農業問題研究学会2007年度春季大会（「市場対応型農政下の中国農業構造
問題」沖縄国際大学，2007年３月28日）での報告原稿を再構成し加筆したものである。
13）合肥2008年11月18日発新華社。
